
 

  

             

Ⅲ 調査結果の概要 
 

〔事業所調査〕 
１ 若年者の雇用状況 

（１）若年労働者のいる事業所の割合 

令和５年 10 月１日現在で、若年労働者が就業している事業所の割合は 73.6％となっており、そ

の内訳は「若年正社員がいる」事業所が 62.0％、「正社員以外の若年労働者がいる」事業所が 34.4％

となっている。 

「若年正社員がいる」事業所割合を産業別にみると、「金融業，保険業」が 86.6％と最も高く、

次いで「電気・ガス・熱供給・水道業」79.0％となっている。一方、「正社員以外の若年労働者が

いる」事業所の割合は「宿泊業，飲食サービス業」が 60.4％と最も高く、次いで「教育，学習支

援業」が 49.7％となっている。 

事業所規模別にみると、30 人以上の各事業所規模において「若年労働者がいる」事業所割合が

９割を超えているのに対して、「５～29 人」規模では 69.5％と７割弱となっている。 

また、前回調査（平成 30年）と比較すると「若年労働者がいる」事業所の割合は、正社員、正

社員以外ともに低下している。（表１） 

 

表１ 産業・事業所規模、若年労働者の有無別事業所割合 

 

（単位：％）令和５年

若年正社員
がいる

正社員以外
の若年労働
者がいる

100.0 73.6 62.0 34.4 26.4

平 成 30 年 調 査 100.0 76.0 63.9 38.1 24.0

平 成 25 年 調 査 100.0 80.7 69.1 40.9 19.3

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 100.0 45.8 44.9 7.4 54.2

建 設 業 100.0 73.3 73.2 6.1 26.7

製 造 業 100.0 74.5 69.6 24.2 25.5

電 気 ･ ガ ス ･ 熱 供 給 ･ 水 道 業 100.0 80.5 79.0 11.9 19.5

情 報 通 信 業 100.0 82.1 77.7 20.7 17.9

運 輸 業 ， 郵 便 業 100.0 67.2 63.0 21.4 32.8

卸 売 業 ， 小 売 業 100.0 72.4 55.5 39.2 27.6

金 融 業 ， 保 険 業 100.0 88.1 86.6 14.6 11.9

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 100.0 66.8 60.3 24.9 33.2

学術研究，専門･技術サ－ビス業 100.0 80.4 76.8 20.9 19.6

宿 泊 業 ， 飲 食 サ － ビ ス 業 100.0 77.2 47.9 60.4 22.8

生 活 関 連 サ － ビ ス 業 ， 娯 楽業 100.0 71.6 60.4 47.7 28.4

教 育 ， 学 習 支 援 業 100.0 81.5 69.8 49.7 18.5

医 療 ， 福 祉 100.0 71.5 62.6 39.6 28.5

複 合 サ － ビ ス 事 業 100.0 79.5 77.5 20.3 20.5

サービス業(他に分類されないもの) 100.0 64.6 55.5 24.1 35.4

1 , 0 0 0　　人　　以　　上 100.0 99.4 99.4 90.1 0.6

3 0 0  　～ 　9 9 9　人 100.0 99.2 98.3 85.8 0.8

1 0 0 　 ～　 2 9 9　人 100.0 97.9 95.2 71.5 2.1

3 0　　～　　 9 9　人 100.0 92.9 85.3 54.5 7.1

５  　～　　 2 9　人 100.0 69.5 57.0 29.7 30.5

注：事業所規模は、事業所における常用労働者数により区分している（以下同じ。）。
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産業・事業所規模 全事業所
若年労働者
がいない
事業所

総 数

産 業

若年労働者
がいる

事業所計



  

 

 

（２）雇用形態別若年労働者の割合 

全労働者に占める若年労働者の割合は 23.7％となっており、若年労働者の割合を産業別にみる

と、「宿泊業，飲食サービス業」が 34.3％と最も高く、次いで「情報通信業」32.0％、「生活関連

サービス業，娯楽業」26.8％の順となっている。 

正社員に占める若年労働者の割合が高い産業は「情報通信業」の 33.5％、「金融業,保険業」の

30.1％などとなっており、正社員以外の労働者に占める若年労働者の割合が高い産業は「宿泊業，

飲食サービス業」の 38.5％、「生活関連サービス業，娯楽業」の 28.1％などとなっている。 

事業所規模別にみると、正社員に占める若年労働者の割合は、「1,000 人以上」規模が

35.9％と最も高く、事業所規模が大きいほど高くなっている。正社員以外に占める若年労働者

割合は、「1,000 人以上」規模で 27.4％と最も高くなっている一方で、「５～29 人」規模が

23.2％と他の事業所規模に比べて高くなっている。（表２） 

 

表２ 産業・事業所規模、雇用形態別若年労働者割合 

 

（単位：％）令和５年

うち

若年労働者

うち

若年労働者

うち

若年労働者

[100.0] 100.0 23.7 62.5 (100.0) ( 25.4) 37.5 (100.0) ( 20.8)
平 成 30 年 調 査 100.0 27.3 62.0 (100.0) ( 27.7) 38.0 (100.0) ( 26.8)
平 成 25 年 調 査 100.0 28.6 62.8 (100.0) ( 29.2) 37.2 (100.0) ( 27.7)

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 [ 0.0] 100.0 13.8 83.8 (100.0) ( 15.0) 16.2 (100.0) ( 7.4)

建 設 業 [ 6.0] 100.0 21.2 90.1 (100.0) ( 22.9) 9.9 (100.0) ( 6.5)

製 造 業 [ 15.2] 100.0 24.6 76.4 (100.0) ( 27.1) 23.6 (100.0) ( 16.7)

電 気 ･ ガ ス ･ 熱 供 給 ･ 水 道 業 [ 0.5] 100.0 25.9 87.8 (100.0) ( 28.9) 12.2 (100.0) ( 3.9)

情 報 通 信 業 [ 3.2] 100.0 32.0 88.3 (100.0) ( 33.5) 11.7 (100.0) ( 20.3)

運 輸 業 ， 郵 便 業 [ 6.4] 100.0 15.6 71.0 (100.0) ( 16.7) 29.0 (100.0) ( 12.9)

卸 売 業 ， 小 売 業 [ 19.7] 100.0 23.9 51.2 (100.0) ( 23.8) 48.8 (100.0) ( 24.0)

金 融 業 ， 保 険 業 [ 2.7] 100.0 25.9 82.8 (100.0) ( 30.1) 17.2 (100.0) ( 5.4)

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 [ 1.9] 100.0 24.9 70.9 (100.0) ( 28.8) 29.1 (100.0) ( 15.2)

学術研究，専門 ･技 術サ －ビ ス業 [ 3.3] 100.0 25.7 79.3 (100.0) ( 28.3) 20.7 (100.0) ( 15.8)

宿 泊 業 ， 飲 食 サ － ビ ス 業 [ 8.4] 100.0 34.3 34.4 (100.0) ( 26.3) 65.6 (100.0) ( 38.5)

生 活 関 連 サ － ビ ス 業 ， 娯 楽 業 [ 3.5] 100.0 26.8 44.3 (100.0) ( 25.2) 55.7 (100.0) ( 28.1)

教 育 ， 学 習 支 援 業 [ 5.8] 100.0 24.0 58.9 (100.0) ( 25.0) 41.1 (100.0) ( 22.7)

医 療 ， 福 祉 [ 15.0] 100.0 21.3 63.0 (100.0) ( 27.5) 37.0 (100.0) ( 10.8)

複 合 サ － ビ ス 事 業 [ 0.8] 100.0 21.2 67.5 (100.0) ( 26.1) 32.5 (100.0) ( 11.2)

サービス業(他に分類されないもの) [ 7.7] 100.0 16.2 47.6 (100.0) ( 20.9) 52.4 (100.0) ( 12.0)

1 , 0 0 0　　人　　以　　上 [ 5.9] 100.0 33.7 74.7 (100.0) ( 35.9) 25.3 (100.0) ( 27.4)

3 0 0  　～ 　9 9 9　人 [ 9.5] 100.0 27.0 66.3 (100.0) ( 31.5) 33.7 (100.0) ( 18.2)

1 0 0 　 ～　 2 9 9　人 [ 15.5] 100.0 24.3 62.4 (100.0) ( 28.7) 37.6 (100.0) ( 16.9)

3 0　　～　　 9 9　人 [ 27.2] 100.0 23.1 61.3 (100.0) ( 25.6) 38.7 (100.0) ( 19.2)

５  　～　　 2 9　人 [ 42.0] 100.0 21.7 60.8 (100.0) ( 20.7) 39.2 (100.0) ( 23.2)

注：[  ]は、総数を100とした「産業」「事業所規模」ごとの割合である。

　　(  )は、「正社員」「正社員以外の労働者」それぞれを100とした若年労働者の割合である。

総 数

産 業

事 業 所 規 模

産業・事業所規模
全労働者 正社員 正社員以外の労働者

計 計 計



  

 

 

２ 若年労働者の採用状況 

（１）採用された若年労働者の有無 

過去１年間（令和４年 10月～令和５年９月）に正社員として採用された若年労働者がいた事業

所の割合は 33.4％、正社員以外の労働者として採用された若年労働者がいた事業所は 19.8％とな

っている。 

採用された若年労働者がいた事業所割合を産業別にみると、正社員では「金融業，保険業」

（56.2％）、「情報通信業」（53.1％）の順で、正社員以外では「宿泊業，飲食サービス業」（34.1％）、

「教育，学習支援業」（32.7％）の順で高くなっている。（表３） 

 

表３ 雇用形態、産業・事業所規模、過去１年間に採用された若年労働者の有無別事業所割合 

 

（単位：％）令和５年

採用された

労働者がいた

採用された労働者

がいなかった
不明

100.0 33.4 60.0 6.6

平 成 30 年 調 査 100.0 34.2 60.3 5.5

平 成 25 年 調 査 100.0 35.2 55.1 9.6

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 100.0 20.3 71.3 8.4

建 設 業 100.0 39.1 56.4 4.5

製 造 業 100.0 36.8 55.8 7.4

電 気 ･ ガ ス ･ 熱 供 給 ･ 水 道 業 100.0 43.0 53.7 3.3

情 報 通 信 業 100.0 53.1 42.5 4.4

運 輸 業 ， 郵 便 業 100.0 30.4 62.7 6.9

卸 売 業 ， 小 売 業 100.0 31.5 62.8 5.7

金 融 業 ， 保 険 業 100.0 56.2 42.8 1.0

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 100.0 31.7 61.5 6.8

学術研究，専門 ･技術サ－ビス業 100.0 43.7 50.4 5.9

宿 泊 業 ， 飲 食 サ － ビ ス 業 100.0 25.2 65.8 9.0

生 活 関 連 サ － ビ ス 業 ， 娯 楽 業 100.0 30.7 60.6 8.7

教 育 ， 学 習 支 援 業 100.0 40.5 54.9 4.7

医 療 ， 福 祉 100.0 31.2 60.4 8.4

複 合 サ － ビ ス 事 業 100.0 34.7 61.1 4.2

サービス業(他に分類されないもの) 100.0 26.4 66.7 6.8

1 , 0 0 0　　人　　以　　上 100.0 96.3 3.4 0.3

3 0 0  　～ 　9 9 9　人 100.0 87.6 10.2 2.2

1 0 0 　 ～　 2 9 9　人 100.0 76.8 20.5 2.7

3 0　　～　　 9 9　人 100.0 56.5 37.7 5.8

５  　～　　 2 9　人 100.0 27.9 65.2 6.9

100.0 19.8 71.2 9.0
平 成 30 年 調 査 100.0 25.3 67.1 7.7
平 成 25 年 調 査 100.0 28.1 60.7 11.2

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 100.0 1.2 88.6 10.2

建 設 業 100.0 6.1 80.9 13.0

製 造 業 100.0 14.3 75.0 10.7

電 気 ･ ガ ス ･ 熱 供 給 ･ 水 道 業 100.0 7.3 86.8 5.8

情 報 通 信 業 100.0 11.0 81.2 7.8

運 輸 業 ， 郵 便 業 100.0 13.3 74.1 12.6

卸 売 業 ， 小 売 業 100.0 22.0 70.8 7.2

金 融 業 ， 保 険 業 100.0 7.9 84.4 7.7

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 100.0 12.7 76.0 11.3

学術研究，専門 ･技術サ－ビス業 100.0 12.9 77.9 9.2

宿 泊 業 ， 飲 食 サ － ビ ス 業 100.0 34.1 58.7 7.2

生 活 関 連 サ － ビ ス 業 ， 娯 楽 業 100.0 27.7 62.8 9.5

教 育 ， 学 習 支 援 業 100.0 32.7 61.1 6.3

医 療 ， 福 祉 100.0 20.2 69.8 10.0

複 合 サ － ビ ス 事 業 100.0 10.0 79.9 10.1

サービス業(他に分類されないもの) 100.0 15.7 76.2 8.1

1 , 0 0 0　　人　　以　　上 100.0 75.2 22.5 2.3

3 0 0  　～ 　9 9 9　人 100.0 67.0 30.0 3.0

1 0 0 　 ～　 2 9 9　人 100.0 49.6 45.1 5.3

3 0　　～　　 9 9　人 100.0 33.6 58.1 8.3

５  　～　　 2 9　人 100.0 16.3 74.4 9.3

注：令和４年10月～令和５年９月の間に採用された若年労働者の状況である。

事 業 所 規 模

産 業

事 業 所 規 模

正 社 員 以 外

産 業

雇用形態、産業・事業所規模 全事業所

過去1年間に採用された若年労働者の有無

正 社 員



  

 

 

 

（２）若年正社員の採用選考にあたり重視した点 

若年正社員の採用選考をした事業所のうち、採用選考にあたり重視した点（複数回答）について

採用区分別にみると、「新規学卒者」、「中途採用者」とも「職業意識・勤労意欲・チャレンジ精

神」がそれぞれ 79.3％、72.7％と最も高くなっている。次いで「新規学卒者」、「中途採用者」と

も「コミュニケーション能力」（74.8％、66.9％）、「マナー・社会常識」（58.6％、58.1％）と

なっており、積極性や他者との関わり合いの中で円滑に業務を遂行することができる能力、スキル

が重視されている。 

また、「新規学卒者」に比べ「中途採用者」は「業務に役立つ職業経験・訓練経験」（14.7％、

42.3％）が重視されている。（表４） 

 

表４ 採用区分、若年正社員の採用選考の有無及び採用選考にあたり重視した点別事業所割合 

 

 

３ 若年労働者の育成状況 

若年労働者の育成方法についてみると、若年正社員の育成を行っている事業所の割合は 77.9％、正

社員以外の若年労働者の育成を行っている事業所の割合は 66.3％となっている。 

若年正社員の育成方法（複数回答）についてみると、「ＯＪＴ」69.8％、「ＯＦＦ－ＪＴ」35.2％、

「自己啓発への支援」33.1％、「ジョブローテーション」24.0％の順となっている。また、正社員以外

の若年労働者の育成方針をみると、「ＯＪＴ」56.5％、「ＯＦＦ－ＪＴ」20.2％、「自己啓発への支援」

15.8％、「ジョブローテーション」9.0％の順となっている。（表５） 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：％）令和５年
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ン

能
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従
順
さ
・
会
社
へ
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心

体
力
・
ス
ト
レ
ス
耐
性

そ
の
他

新 規 学 卒 者 [ 17.1] 100.0 79.4 (100.0) ( 22.4) ( 79.3) ( 29.3) ( 58.6) ( 53.2) ( 30.4) ( 14.7) ( 74.8) ( 20.1) ( 36.2) ( 5.2) 14.0 6.6

平成30年調査 [ 18.1] 100.0 86.1 (100.0) ( 25.4) ( 77.9) ( 27.5) ( 61.0) ( 51.4) ( 31.5) ( 10.7) ( 71.1) ( 20.5) ( 34.9) ( 6.9) 11.5 2.4

平成25年調査 [ 20.3] 100.0 88.7 (100.0) ( 26.0) ( 82.9) ( 26.1) ( 63.8) ( 54.0) ( 33.4) ( 13.1) ( 67.0) ( 25.5) ( 35.3) ( 6.8) 9.7 1.6

中 途 採 用 者 [ 21.6] 100.0 91.7 (100.0) ( 23.1) ( 72.7) ( 22.9) ( 58.1) ( 51.8) ( 34.8) ( 42.3) ( 66.9) ( 20.3) ( 31.4) ( 6.8) 4.1 4.2

平成30年調査 [ 20.5] 100.0 90.1 (100.0) ( 23.1) ( 76.0) ( 17.7) ( 60.1) ( 47.8) ( 35.9) ( 40.6) ( 62.9) ( 17.6) ( 31.0) ( 4.4) 6.8 3.0

平成25年調査 [ 21.0] 100.0 95.4 (100.0) ( 24.2) ( 74.7) ( 18.4) ( 61.8) ( 53.6) ( 36.9) ( 37.9) ( 55.0) ( 24.0) ( 29.9) ( 4.8) 3.4 1.1

注：[  ]は、全事業所を100とした採用された該当する若年正社員がいた事業所の割合である。

　　(  )は、該当する若年正社員の採用選考をした事業所を100とした割合である。
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表５ 雇用形態、採用区分、若年労働者の育成方法別事業所割合 

 

 

４ 正社員への転換について 

正社員以外の労働者を正社員へ転換させる制度についてみると、「制度がある」事業所は 59.9％、

「制度がない」事業所は 36.9％となっている。 

「制度がある」事業所の割合を産業別にみると、「複合サービス事業」（87.8％）、「宿泊業，飲食

サービス業」（70.4％）「金融業，保険業」（69.9％）の順で高くなっている。（表６） 

 

表６ 産業・事業所規模、正社員転換制度の有無別事業所割合 

 

（単位：％）令和５年

OFF-JT（業務

遂行の過程外

において行う

教育訓練）

OJT（業務遂

行の過程内に

おいて行う

教育訓練）

ジョブロー

テーション

（様々な職務

経験による

人材育成）

自己啓発への

支援
その他

[ 62.0] 100.0 77.9 35.2 69.8 24.0 33.1 4.1 6.9 15.2

新規学卒で採用された者 [ 52.8] 100.0 73.2 37.5 65.9 23.8 33.2 3.6 6.1 20.7

中 途 で 採 用 さ れ た 者 [ 58.9] 100.0 72.6 27.8 63.5 19.2 29.7 3.7 9.7 17.6

平 成 30 年 調 査 [ 63.9] 100.0 73.5 33.7 64.8 22.6 31.3 3.4 11.4 15.1

平 成 25 年 調 査 [ 69.1] 100.0 76.9 33.8 66.9 23.6 33.3 3.8 9.8 13.3

[ 34.4] 100.0 66.3 20.2 56.5 9.0 15.8 4.4 16.8 16.9

平 成 30 年 調 査 [ 38.1] 100.0 67.2 17.4 57.0 9.3 17.3 5.1 18.7 14.1

平 成 25 年 調 査 [ 40.9] 100.0 70.1 19.1 60.3 8.6 17.8 3.2 13.3 16.5

注：[　]は、全事業所を100とした該当する若年労働者がいる事業所の割合である。

若 年 正 社 員

正 社 員 以 外 の 若 年 労 働 者

雇用形態、採用区分

該当する若年労

働者がいる

事業所計

若年労働者の育成の有無

行って

いる

若年労働者の育成方法（複数回答）

行って

いない
不明

（単位：％）令和５年

制度がある 制度がない 不明

100.0 59.9 36.9 3.2

平 成 30 年 調 査 100.0 53.4 39.6 7.1

平 成 25 年 調 査 100.0 48.3 45.6 6.1

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 100.0 34.2 57.0 8.8

建 設 業 100.0 50.0 46.2 3.8

製 造 業 100.0 55.6 39.9 4.4

電 気 ･ ガ ス ･ 熱 供 給 ･ 水 道 業 100.0 20.2 77.6 2.2

情 報 通 信 業 100.0 52.9 43.8 3.3

運 輸 業 ， 郵 便 業 100.0 56.1 39.1 4.9

卸 売 業 ， 小 売 業 100.0 65.0 33.2 1.9

金 融 業 ， 保 険 業 100.0 69.9 27.8 2.3

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 100.0 54.7 42.9 2.5

学術研究，専門･技術サ－ビス業 100.0 47.4 49.3 3.4

宿 泊 業 ， 飲 食 サ － ビ ス 業 100.0 70.4 28.6 1.0

生 活 関 連サ －ビ ス業 ，娯 楽業 100.0 63.7 31.7 4.5

教 育 ， 学 習 支 援 業 100.0 35.0 60.0 5.0

医 療 ， 福 祉 100.0 64.8 31.4 3.8

複 合 サ － ビ ス 事 業 100.0 87.8 7.2 5.1

サービス業(他に分類されないもの) 100.0 52.2 43.0 4.8

1 , 0 0 0　　人　　以　　上 100.0 73.7 25.1 1.2

3 0 0  　～ 　9 9 9　人 100.0 79.1 19.8 1.1

1 0 0 　 ～　 2 9 9　人 100.0 75.8 22.9 1.2

3 0　　～　　 9 9　人 100.0 67.7 30.2 2.1

５  　～　　 2 9　人 100.0 58.0 38.6 3.4

産 業

事 業 所 規 模

産業・事業所規模 全事業所
正社員転換制度の有無

総 数



  

 

 

５ 若年労働者の定着について 

 （１）自己都合により退職した若年労働者の有無 

過去１年間（令和４年 10月～令和５年９月）に若年労働者がいた事業所のうち、「自己都合

により退職した若年労働者がいた」事業所は 40.9％となっており、自己都合により退職した若

年労働者を雇用形態別（複数回答）でみると「正社員」が 28.4％、「正社員以外」の若年労働

者が 18.4％となっている。 

産業別にみると、「生活関連サービス業,娯楽業」（56.5％）、「情報通信業」（47.5％）、

「卸売業,小売業」（45.6％）の順で「自己都合により退職した若年労働者がいた」事業所割合

が高くなっている。（表７） 

 

表７ 産業・事業所規模、過去１年間に自己都合により退職した若年労働者の有無及び 

雇用形態別事業所割合 

 
 

（２）定着のための対策 

若年正社員の「定着のための対策を行っている」事業所は 73.7％、正社員以外の若年労働者の「定

着のための対策を行っている」事業所は 60.1％となっており、若年労働者の定着のために実施してい

る対策（複数回答）をみると、「職場での意思疎通の向上」が若年正社員、正社員以外の若年労働者と

もに最も高くなっている。また、若年正社員、正社員以外の若年労働者ともに、前回（平成 30年）調

査より「労働時間の短縮・有給休暇の積極的な取得奨励」を実施する事業所割合が大きく増加して

いる。（表８、図１） 

（単位：％）令和５年

正社員 正社員以外 不明

[ 76.2] 100.0 40.9 28.4 18.4 0.2 59.1

平 成 30 年 調 査 [ 77.7] 100.0 44.9 28.7 21.8 0.2 55.1

平 成 25 年 調 査 [ 81.1] 100.0 42.5 26.5 22.2 0.3 57.5

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 [ 50.0] 100.0 30.6 29.2 1.8 - 69.4

建 設 業 [ 77.1] 100.0 40.8 38.7 3.5 0.0 59.2

製 造 業 [ 75.4] 100.0 43.5 38.7 10.1 0.1 56.5

電 気 ･ ガ ス ･ 熱 供 給 ･ 水 道 業 [ 82.9] 100.0 23.0 19.8 3.3 0.5 77.0

情 報 通 信 業 [ 84.3] 100.0 47.5 46.4 6.0 - 52.5

運 輸 業 ， 郵 便 業 [ 71.1] 100.0 36.2 30.1 11.0 0.8 63.8

卸 売 業 ， 小 売 業 [ 75.8] 100.0 45.6 28.4 25.5 0.1 54.4

金 融 業 ， 保 険 業 [ 89.8] 100.0 42.3 41.6 1.4 0.7 57.7

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 [ 73.2] 100.0 39.6 32.5 8.6 - 60.4

学術研究，専門 ･技 術サ －ビ ス業 [ 79.2] 100.0 40.1 35.7 7.5 0.0 59.9

宿 泊 業 ， 飲 食 サ － ビ ス 業 [ 81.2] 100.0 43.4 13.8 35.1 - 56.6

生 活 関 連 サ － ビ ス 業 ， 娯 楽 業 [ 72.7] 100.0 56.5 28.8 33.1 - 43.5

教 育 ， 学 習 支 援 業 [ 81.4] 100.0 32.3 21.2 16.7 0.9 67.7

医 療 ， 福 祉 [ 74.4] 100.0 32.6 25.4 16.6 0.6 67.4

複 合 サ － ビ ス 事 業 [ 80.0] 100.0 33.5 30.4 5.9 - 66.5

サービス業(他に分類されないもの) [ 66.4] 100.0 30.5 19.0 15.3 - 69.5

1 , 0 0 0　　人　　以　　上 [ 99.9] 100.0 98.5 93.2 64.1 1.0 1.5

3 0 0  　～ 　9 9 9　人 [ 99.6] 100.0 92.0 82.9 56.7 0.4 8.0

1 0 0 　 ～　 2 9 9　人 [ 97.7] 100.0 78.4 66.3 39.5 - 21.6

3 0　　～　　 9 9　人 [ 93.1] 100.0 58.8 43.7 26.7 0.3 41.2

５  　～　　 2 9　人 [ 72.7] 100.0 35.1 23.1 15.4 0.2 64.9

注：令和４年10月～令和５年９月の間に自己都合により退職した若年労働者の状況である。

　　[  ]は、全事業所を100とした過去1年間に若年労働者がいた事業所の割合である。

総 数

産 業

事 業 所 規 模

産業・事業所規模
過去１年間に
若年労働者が
いた事業所計

過去１年間に自己都合により退職した若年労働者の有無

自己都合により退

職した若年労働者

がいた

　　　自己都合により退職した

　　　若年労働者の雇用形態（複数回答）
自己都合

による退職者

はいなかった



  

 

 

 

表８ 雇用形態、若年労働者の定着のために実施している対策別事業所割合 

 

 

図１ 若年労働者の定着のために実施している対策別事業所割合の増減 

（前回（平成 30 年）調査との増減） 

 

（単位：％）令和５年
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2)

[ 73.7] 100.0 58.4 55.6 59.7 39.1 30.5 48.5 36.3 24.4 28.4 52.9 41.2 2.7

平 成 30 年 調 査 [ 72.0] 100.0 52.0 53.5 59.0 36.0 25.1 49.5 28.4 20.6 22.9 37.8 36.6 2.6

平 成 25 年 調 査 [ 70.5] 100.0 51.2 54.0 59.5 37.8 25.6 51.6 21.5 ･･･ 19.8 25.9 34.3 2.4

[ 60.1] 100.0 54.5 50.0 57.7 35.1 20.6 36.7 37.6 20.2 21.5 44.9 33.0 2.1

平 成 30 年 調 査 [ 57.1] 100.0 49.2 49.4 58.3 35.8 15.8 35.7 31.5 17.2 17.8 33.4 30.3 2.8

平 成 25 年 調 査 [ 54.2] 100.0 49.6 47.5 59.2 34.6 17.2 37.5 25.6 ･･･ 14.0 22.8 27.9 2.1

注：1)  [  ]は、全事業所を100とした若年労働者の定着のための対策を行っている事業所の割合である。

　　2)  「女性の活躍に向けた支援」は、平成30年調査で追加した項目である。

正社員以外の若年労働者の定着のための対策

雇用形態
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年

労

働

者

の

定

着

の

た

め

の

対

策

を
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て

い

る

若年労働者の定着のために実施している対策（複数回答）

1)

若 年 正 社 員 の 定 着 の た め の 対 策
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配転・勤務地等人事面での配慮

労働時間の短縮・有給休暇の積極的な取得奨励

職場環境の充実・福利厚生の充実

その他

正社員

正社員以外

(ポイント） 



  

 

 

〔個人調査〕 
１ 現在の就業状況 

（１）在学していない若年労働者の雇用・就業形態 

若年労働者のうち「在学していない若年労働者」の割合は 88.7％となっており、これを雇用形

態別にみると「正社員」が 74.8％、「正社員以外の労働者」が 24.9％となっている。 

また、性別でみると、男では「正社員」が 83.8％となっており、概ね年齢階級が上がるほど「正 

社員」の割合は高くなっており、女では「正社員」が「20～24 歳」層の 79.3％をピークに、年齢 

階級が上がるほど「正社員」の割合は低くなっている。 

最終学歴別にみると、学歴が高くなるほど、「正社員」の割合が概ね高くなっている。 

                                    （表９－１、９－２） 

 

表９－１ 性、年齢階級、雇用・就業形態別在学していない若年労働者割合 

 

（単位：％）令和５年

フルタイム 短時間 フルタイム 短時間

[100.0] 100.0 88.7 (100.0) ( 74.8) ( 24.9) ( 9.5) ( 5.3) ( 4.2) ( 5.9) ( 0.3)

平 成 30 年 調 査 [100.0] 100.0 90.7 (100.0) ( 69.0) ( 30.8) ( 13.1) ( 6.6) ( 6.6) ( 5.4) ( 0.2)

平 成 25 年 調 査 [100.0] 100.0 93.5 (100.0) ( 68.2) ( 31.7) ( 15.4) ( 5.1) ( 5.8) ( 5.4) ( 0.1)

15 ～ 19 歳 [ 6.1] 100.0 34.4 (100.0) ( 73.9) ( 26.1) ( 6.8) ( 2.1) ( 6.1) ( 11.1) (    -)

20 ～ 24 歳 [ 27.6] 100.0 78.0 (100.0) ( 79.9) ( 19.9) ( 9.9) ( 2.1) ( 3.9) ( 3.9) ( 0.3)

25 ～ 29 歳 [ 33.2] 100.0 99.0 (100.0) ( 75.7) ( 24.2) ( 9.4) ( 5.7) ( 3.6) ( 5.5) ( 0.2)

30 ～ 34 歳 [ 32.3] 100.0 99.5 (100.0) ( 70.8) ( 28.7) ( 9.3) ( 7.3) ( 4.9) ( 7.2) ( 0.5)

[ 46.7] 100.0 89.6 (100.0) ( 83.8) ( 16.0) ( 7.8) ( 2.7) ( 3.7) ( 1.9) ( 0.2)

15 ～ 19 歳 < 5.8> 100.0 43.2 (100.0) ( 73.8) ( 26.2) ( 7.8) ( 2.8) ( 9.2) ( 6.5) (    -)

20 ～ 24 歳 < 26.0> 100.0 78.6 (100.0) ( 80.6) ( 19.1) ( 11.0) ( 1.6) ( 5.2) ( 1.3) ( 0.3)

25 ～ 29 歳 < 33.4> 100.0 98.5 (100.0) ( 86.2) ( 13.7) ( 7.6) ( 1.7) ( 2.4) ( 2.0) ( 0.1)

30 ～ 34 歳 < 34.0> 100.0 99.3 (100.0) ( 84.1) ( 15.6) ( 6.0) ( 4.2) ( 3.6) ( 1.8) ( 0.3)

[ 53.3] 100.0 87.9 (100.0) ( 66.8) ( 32.8) ( 11.0) ( 7.7) ( 4.6) ( 9.4) ( 0.4)

15 ～ 19 歳 < 6.3> 100.0 27.4 (100.0) ( 74.1) ( 25.9) ( 5.6) ( 1.2) ( 2.3) ( 16.8) (    -)

20 ～ 24 歳 < 29.1> 100.0 77.6 (100.0) ( 79.3) ( 20.5) ( 9.1) ( 2.6) ( 2.8) ( 6.0) ( 0.2)

25 ～ 29 歳 < 33.0> 100.0 99.5 (100.0) ( 66.4) ( 33.3) ( 10.9) ( 9.2) ( 4.6) ( 8.5) ( 0.3)

30 ～ 34 歳 < 30.8> 100.0 99.7 (100.0) ( 58.0) ( 41.4) ( 12.5) ( 10.3) ( 6.1) ( 12.5) ( 0.6)

注：［　］は、若年労働者を100とした「性」「年齢階級」ごとの割合である。

性、年齢階級 若年労働者計
在学していない

若年労働者 正社員
正社員以外の

労働者
不明

雇用期間の定めあり 雇用期間の定めなし

　　1)　表側「総数」には、「年齢階級」の不明が含まれる。

　　( 　)は、在学していない若年労働者を100とした割合である。

　　<　 >は、「男」「女」それぞれの若年労働者を100とした年齢階級別の割合である。

  総                       数
1)

年 齢 階 級

男

年 齢 階 級

女

年 齢 階 級



  

 

 

表９－２ 最終学歴、雇用・就業形態別在学していない若年労働者割合 

 

 

（２）同居家族の状況 

家族と「同居している」若年労働者は 72.5％、「同居していない」若年労働者は 26.6％となっ

ている。 

同居している若年労働者の同居家族の続柄（複数回答）についてみると、男女ともに「親」が最

も高く、それぞれ 41.2％、43.6％となっている。雇用形態別には、「親」と同居について、若年

正社員で 36.5％、正社員以外の若年労働者で 54.5％となっている。「配偶者」と同居については、

若年正社員で 27.2％、正社員以外の労働者で 19.3％となっている。（表 10） 

 

表 10 性、年齢階級・雇用形態、同居家族の状況別若年労働者割合 

 

（単位：％）令和５年

フルタイム 短時間 フルタイム 短時間

[ 88.7] 100.0 74.8 24.9 9.5 5.3 4.2 5.9 0.3

中 学 [ 2.5] 100.0 34.0 66.0 16.0 30.3 8.1 11.6      -

高 校 [ 26.7] 100.0 63.5 35.8 13.4 7.5 6.1 8.7 0.8

専 修 学 校 （ 専 門 課 程 ） [ 11.4] 100.0 70.8 29.1 8.4 3.6 8.1 9.0 0.1

高 専 ・ 短 大 [ 6.9] 100.0 68.7 30.5 10.7 4.6 5.3 10.0 0.8

大 学 [ 38.1] 100.0 87.3 12.7 6.0 3.0 1.5 2.3 0.0

大 学 院 [ 3.1] 100.0 81.0 19.0 14.7 3.0 0.9 0.4      -

注：［　］は、若年労働者を100とした「在学していない若年労働者」総数及び「最終学歴」ごとの割合である。

  総                       数

最終学歴
在学していない
若年労働者 正社員

正社員以外の

労働者
不明雇用期間の定めあり 雇用期間の定めなし

（単位：％）令和５年

親 配偶者 子ども 兄弟姉妹 その他

100.0 72.5 42.5 24.7 16.0 22.5 8.5 26.6 0.9

平 成 30 年 調 査 100.0 76.5 47.6 26.6 17.6 24.4 8.2 23.4 0.2

平 成 25 年 調 査 100.0 75.6 47.5 26.8 16.8 23.5 8.8 24.1 0.4

100.0 70.2 41.2 25.8 15.7 22.1 6.8 28.8 1.0

15 ～ 19 歳 100.0 93.1 92.0 - - 80.1 6.6 6.9 -

20 ～ 24 歳 100.0 66.9 57.9 3.9 1.2 35.5 8.5 31.9 1.1

25 ～ 29 歳 100.0 64.9 34.7 24.9 10.8 16.1 7.6 35.1 0.0

30 ～ 34 歳 100.0 75.5 26.9 48.3 34.8 8.1 4.8 24.5 -

100.0 74.5 43.6 23.7 16.2 22.9 10.0 24.7 0.8

15 ～ 19 歳 100.0 86.9 78.9 0.0 - 69.2 18.3 13.1 -

20 ～ 24 歳 100.0 69.1 57.3 4.9 2.3 31.6 12.4 30.8 0.0

25 ～ 29 歳 100.0 74.3 40.4 25.1 12.7 18.8 10.0 25.7 -

30 ～ 34 歳 100.0 78.8 27.6 45.5 36.9 10.0 6.3 20.8 0.3

正 社 員 100.0 68.0 36.5 27.2 15.5 16.5 8.7 31.2 0.8

正 社 員 以 外 100.0 81.3 54.5 19.3 16.7 34.8 8.2 17.5 1.2

注：1)　表側「総数」には、「年齢階級」「雇用形態」不明が含まれる。

不明
性、年齢階級・

雇用形態
若年労働者

計
同居している

同居家族の続柄（複数回答）
同居して
いない

雇 用 形 態

総 数 1)

年 齢 階 級

女

男

年 齢 階 級



  

 

 

（３）主な収入源 

若年労働者の主な収入源についてみると、「自分自身の収入」が 59.6％、「親の収入」が 26.0％、

「配偶者の収入」が 11.3％の順となっている。 

性別にみると、男では「自分自身の収入」が 73.8％と最も高く、年齢階級が上がるほど「親の

収入」の割合が低くなる一方で「自分自身の収入」は高くなり、25～34 歳の各層では「自分自身

の収入」が約８割となっている。女では「自分自身の収入」が 47.1％と最も高いものの、ピーク

となる「25～29 歳」層でも 54.0％にとどまっている。また、年齢階級が上がるほど「親の収入」

の割合は低くなる一方で「配偶者の収入」割合が高くなり、ピークとなる「30～34 歳」層では 38.9％

となっている。 

雇用形態別では、正社員では「自分自身の収入」が 72.2％、次いで「親の収入」が 17.7％とな

っており、正社員以外では「親の収入」が 42.8％、次いで「自分自身の収入」が 34.1％となって

いる。（表 11） 

 

表 11 性、年齢階級・雇用形態、主な収入源別若年労働者割合 

 
 

（４）働いている理由 

若年労働者の働いている理由（３つまでの複数回答）をみると、「主たる稼ぎ手として生活を維

持するため」が 51.0％で最も高く、次いで「自分の学費や娯楽費を稼ぐため」が 49.7％「自立の

ため」が 31.5％の順となっている。 

年齢階級別にみると、男では 15～24 歳の各層では「自分の学費や娯楽費を稼ぐため」が最も高

く、25～34 歳の各層になると「主たる稼ぎ手として生活を維持するため」が最も高くなっている。

女では 15～29 歳の各層では「自分の学費や娯楽費を稼ぐため」が最も高く、「30～34 歳」層では

「主たる稼ぎ手ではないが生活を維持するには不可欠であるため」が最も高くなっている。 

雇用形態別にみると、正社員では「主たる稼ぎ手として生活を維持するため」が 63.3％、正社

員以外の労働者では「自分の学費や娯楽費を稼ぐため」が 57.1％と最も高くなっている。（表 12） 

（単位：％）令和５年

若年労働

者計

自分自身

の収入
親の収入

配偶者の

収入

兄弟姉妹

の収入
その他 不明

100.0 59.6 26.0 11.3 0.7 1.5 0.8

平 成 30 年 調 査 100.0 60.9 25.5 11.6 0.6 1.3 0.2

平 成 25 年 調 査 100.0 63.0 24.8 10.3 0.4 1.1 0.4

100.0 73.8 21.5 2.0 0.6 1.5 0.6

15 ～ 19 歳 100.0 38.6 59.5 - 0.4 0.6 1.0

20 ～ 24 歳 100.0 61.2 37.0 0.2 0.7 0.7 0.1

25 ～ 29 歳 100.0 81.1 15.8 1.6 0.5 0.9 0.1

30 ～ 34 歳 100.0 82.9 9.2 4.1 0.7 2.9 0.2

100.0 47.1 29.9 19.6 0.9 1.5 1.0

15 ～ 19 歳 100.0 13.6 70.3 0.0 2.9 7.2 6.0

20 ～ 24 歳 100.0 45.8 48.9 3.2 0.3 1.8 0.1

25 ～ 29 歳 100.0 54.0 23.7 20.2 1.1 0.9 0.0

30 ～ 34 歳 100.0 48.1 11.2 38.9 0.8 0.7 0.4

正 社 員 100.0 72.2 17.7 8.2 0.6 0.8 0.5

正 社 員 以 外 100.0 34.1 42.8 17.5 1.1 2.9 1.6

注：1)　表側「総数」には、「年齢階級」「雇用形態」不明が含まれる。

雇 用 形 態

性、年齢階級・

雇用形態

総 数 1)

男

年 齢 階 級

女

年 齢 階 級



  

 

 

 

表 12 性、年齢階級・雇用形態、働いている理由別若年労働者割合  

 

 

 

（５）雇用形態別にみた賃金総額階級 

令和５年９月に支払われた若年労働者の賃金総額階級を雇用形態別にみると、正社員では「20

万円～25 万円未満」が 33.2％と最も高く、正社員以外の労働者では「10 万円～15 万円未満」が

23.5％と最も高くなっている。 

ピークとなる賃金総額階級について、性別にみると、正社員では、男女ともに「20万円～25 万

円未満」で男が 29.3％、女は 37.5％となっている。正社員以外の労働者では男が「15 万円～20 万

円未満」で 23.3％、女が「10 万円～15万円未満」で 26.2％となっている。正社員以外の若年労働

者の就業形態別には「フルタイム」では「15万円～20万円未満」で 35.8％、「短時間」では「５

万円～10万円未満」で 32.1％となっている。（表 13、図２） 

 

 

 

複数回答３つまで（単位：％）令和５年

若

年

労

働

者

計

主

た

る

稼

ぎ

手

と

し

て

生

活

を

維

持

す

る

た

め

主

た

る

稼

ぎ

手

で

は

な

い

が

生

活

を

維

持

す

る

た

め

に

は

不

可

欠

で

あ

る

た

め

自

分

の

学

費

や

娯

楽

費

を

稼

ぐ

た

め

自

己

実

現

の

た

め

生

き

が

い

・

社

会

参

加

の

た

め

将

来

の

た

め

の

技

能

・

技

術

の

習

得

の

た

め

自

立

の

た

め

時

間

が

余
っ

て

い

る

た

め

そ

の

他

不

明

100.0 51.0 29.8 49.7 16.7 21.6 18.4 31.5 3.8 3.7 1.0

平 成 30 年 調 査 100.0 49.9 32.3 46.6 17.3 23.4 18.0 30.2 3.6 4.7 0.4

平 成 25 年 調 査 100.0 49.4 33.0 39.0 21.9 25.4 18.4 31.5 3.1 4.0 0.5

100.0 64.1 17.1 45.1 19.7 20.3 19.9 27.9 2.7 3.4 1.2

15 ～ 19 歳 100.0 12.6 18.8 69.6 8.7 9.5 21.1 23.8 9.7 2.4 6.7

20 ～ 24 歳 100.0 43.9 23.3 54.2 22.1 18.5 24.5 36.2 3.6 2.6 0.7

25 ～ 29 歳 100.0 73.6 16.4 44.0 17.4 20.7 20.2 28.3 2.5 3.7 0.6

30 ～ 34 歳 100.0 79.5 12.7 35.5 22.2 22.7 16.3 21.5 1.2 4.0 1.0

100.0 39.5 41.0 53.6 14.0 22.7 17.1 34.6 4.8 3.9 0.8

15 ～ 19 歳 100.0 14.8 17.7 68.9 15.5 6.2 27.0 57.9 25.2 7.7 0.9

20 ～ 24 歳 100.0 37.0 35.5 63.2 16.7 22.2 21.1 41.5 1.9 1.2 0.9

25 ～ 29 歳 100.0 47.0 39.2 52.1 13.2 21.6 17.6 30.5 1.6 3.2 0.9

30 ～ 34 歳 100.0 39.4 52.4 42.8 11.8 28.2 11.0 26.8 6.8 6.0 0.6

正 社 員 100.0 63.3 26.1 46.3 16.8 22.7 18.4 32.2 1.3 3.0 1.0

正 社 員 以 外 100.0 26.1 37.4 57.1 16.5 19.2 18.6 30.2 9.0 5.3 0.5

注： 1)　 表側「総数」には、「年齢階級」「雇用形態」不明が含まれる。

雇 用 形 態

性、年齢階級・雇用形態

総 数
1)

男

年 齢 階 級

女

年 齢 階 級



  

 

 

表 13 雇用形態、性・正社員以外の就業形態、賃金総額階級別若年労働者割合 

 

 

 

図２ 正社員の賃金総額階級別若年労働者割合の推移 

 

 

 

（単位：％）令和５年

５万円未満
５万円～

10万円未満

10万円～

15万円未満

15万円～

20万円未満

20万円～

25万円未満

25万円～

30万円未満

30万円～

35万円未満
35万円以上

100.0 0.2 0.4 3.5 21.4 33.2 19.2 12.3 9.9

平 成 30 年 調 査 100.0 0.2 0.2 6.0 23.5 32.5 18.9 10.2 8.4

平 成 25 年 調 査 100.0 0.1 0.4 6.6 25.2 33.3 18.1 9.7 6.5

100.0 0.2 0.4 2.2 14.6 29.3 22.9 16.8 13.6

100.0 0.2 0.5 4.8 29.0 37.5 15.2 7.2 5.7

100.0 16.0 21.0 23.5 18.5 9.4 4.6 1.7 5.5

平 成 30 年 調 査 100.0 12.6 27.8 22.1 19.1 9.7 4.4 1.2 3.1

平 成 25 年 調 査 100.0 10.5 24.2 29.9 20.0 8.9 2.4 1.6 2.5

100.0 18.3 15.2 18.2 23.3 13.4 5.6 2.2 3.8

100.0 14.8 24.0 26.2 15.8 7.3 4.0 1.4 6.5

フ ル タ イ ム 100.0 1.3 4.1 23.7 35.8 21.4 8.1 2.0 3.6
短 時 間 100.0 25.6 32.1 23.3 7.0 1.5 2.2 1.5 6.8

雇用形態、性・

正社員以外の就業形態

賃金総額階級
1)

正 社 員

男

賃金の支払

いがあった

若年労働者

正 社 員 以 外 の 就 業 形 態

注：1)　表頭「賃金総額階級」は、令和５年９月に現在の会社から支払われた賃金の総額（税込）による。

　　　残業手当など通常月に支給される諸手当を含み、賞与、一時金、特別手当を除く。

女

正 社 員 以 外 計

男

女

0.5 

6.6 

25.2 

33.3 

18.1 

9.7 
6.5 

0.4 

6.0 

23.5 

32.5 

18.9 

10.2 
8.4 

0.6 

3.5 

21.4 

33.2 

19.2 

12.3 
9.9 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

10万円未満 10万円～

15万円未満

15万円～

20万円未満

20万円～

25万円未満

25万円～

30万円未満

30万円～

35万円未満

35万円以上

平成25年調査

平成30年調査

令和５年

（単位：％）

注： 各調査年の９月に支払われた賃金の総額（税込み、通常月に支払われる諸手当を含み賞与、一時金、特別手当を

除く）階級の比較となる。 



  

 

 

２ これまでの就業状況 

（１）最終学校卒業から１年間の状況 

ア 正社員もしくは正社員以外の労働者として勤務した又は働いていなかった割合 

在学していない若年労働者の最終学校卒業から１年間の状況をみると、「正社員として勤

務した」が 76.2％、「正社員以外の労働者として勤務した」が 19.2％、「働いていなかっ

た」が 4.2％となっている。 

性別に「正社員として勤務した」若年労働者をみると、男で 78.7％、女で 73.9％となっ

ている。最終学歴別には、大学までは、学歴が高くなるほど「正社員として勤務した」割合

が高くなっているが、大学院では大学より低くなっている。 

また、雇用形態別には、若年正社員では「正社員として勤務した」が 87.9％、「正社員以

外の労働者として勤務した」が 10.2％に対し、正社員以外の若年労働者では「正社員として

勤務した」が 41.2％、「正社員以外の労働者として勤務した」が 46.0％となっている。

（表 14） 

 

表14 性・最終学歴・雇用形態、最終学校卒業から１年間の状況別 

在学していない若年労働者割合 

 

 

 

イ 正社員以外の労働者として勤務した理由 

最終学校卒業から１年間に、正社員以外の労働者として勤務した主な理由についてみると、

「元々、正社員を希望していなかった」が 19.6％と最も高く、次いで「正社員求人に応募した

が採用されなかった」が 18.2％、「自分の希望する条件に合わなかったので正社員として勤務

しなかった」が 12.9％の順となっている（表 15）。 

（単位：％）令和５年

正社員として
勤務した

正社員以外の労

働者として

勤務した

働いていな
かった

100.0 76.2 19.2 4.2 0.4

平 成 30 年 調 査 100.0 70.5 24.0 4.5 1.0

平 成 25 年 調 査 100.0 69.8 24.7 4.8 0.7

100.0 78.7 17.4 3.6 0.2
100.0 73.9 20.7 4.8 0.6

中 学 100.0 11.5 42.7 43.3 2.5
高 校 100.0 64.8 28.7 5.9 0.6
専 修 学 校 （ 専 門 課 程 ） 100.0 78.9 19.5 1.0 0.6
高 専 ・ 短 大 100.0 79.4 18.2 2.3 0.1
大 学 100.0 86.7 11.1 2.1 0.2
大 学 院 100.0 80.9 18.2 0.9 -

正 社 員 100.0 87.9 10.2 1.8 0.1
正 社 員 以 外 100.0 41.2 46.0 11.3 1.4

注：1)  表側「総数」には「雇用形態」不明が含まれる。

男
女

最終学歴（在学中を除く）

雇 用 形 態

総 数 1)

性・最終学歴・雇用形態
在学していな
い若年労働者

計

最終学校卒業から１年間の状況

不明



  

 

 

 

表15 性・最終学歴・雇用形態、最終学校卒業後１年間に正社員以外の労働者として 

勤務した理由別在学していない若年労働者割合 

 

 

（２）初めて勤務した会社で現在も働いているかどうか 

在学していない若年労働者が初めて勤務した会社で現在も働いているかどうかについてみる

と、「勤務している」が 55.5％、「勤務していない」が 42.7％となっている。 

これを性別にみると、「勤務している」では男が 59.4％、女が 52.0％となっている。 

最終学歴別に「勤務している」割合をみると、概ね学歴が高くなるほど「勤務している」割合は

高くなっており、雇用形態別に「勤務している」割合をみると、正社員では 65.4％、正社員以外

の労働者では 26.0％となっている。（表 16） 

 

 

 

 

 

（単位：％）令和５年

正

社

員

求

人

に

応

募

し

た

が

採

用

さ

れ

な

か
っ

た

自

分

の

希

望

す

る

条

件

に

合

わ

な

か
っ

た

の

で

正

社

員

と

し

て

勤

務

し

な

か
っ

た

自

分

の

希

望

す

る

会

社

で

正

社

員

の

募

集

が

な

か
っ

た

正

社

員

と

し

て

働

く

こ

と

が
、

体

力

的

・

精

神

的

に

難

し

か
っ

た

か

ら

家

庭

の

事

情

資

格

・

技

能

な

ど

を

身

に

つ

け

る

た

め

勉

強

し

た

か
っ

た

試

み

の

採

用

期

間
、

研

修

期

間

だ
っ

た

元

々
、

正

社

員

を

希

望

し

て

い

な

か
っ

た

そ

の

他

不

明

[ 19.2] 100.0 18.2 12.9 12.3 7.5 7.2 8.7 6.6 19.6 5.9 1.1

平 成 30 年 調 査 [ 24.0] 100.0 23.4 10.7 11.2 5.6 7.0 9.1 5.3 18.8 7.9 1.0

平 成 25 年 調 査 [ 24.7] 100.0 27.4 9.0 16.7 3.5 4.5 8.6 6.0 15.4 8.0 0.8

[ 17.4] 100.0 17.5 10.3 10.3 8.0 7.2 6.4 8.4 22.6 7.7 1.5

[ 20.7] 100.0 18.8 14.7 13.8 7.1 7.2 10.4 5.3 17.3 4.5 0.8

中 学 [ 42.7] 100.0 7.6 7.2 10.0 3.5 16.2 3.1 4.6 37.1 6.6 4.1

高 校 [ 28.7] 100.0 9.2 13.3 10.2 10.3 7.4 9.8 4.7 28.7 5.1 1.3

専 修 学 校 （ 専 門 課 程 ） [ 19.5] 100.0 21.1 12.9 19.6 5.8 7.7 2.7 11.6 8.5 9.7 0.3

高 専 ・ 短 大 [ 18.2] 100.0 15.9 24.3 20.5 2.3 6.0 3.8 8.7 13.3 5.2 -

大 学 [ 11.1] 100.0 37.0 9.2 8.2 6.6 5.3 12.9 7.8 6.9 5.5 0.7

大 学 院 [ 18.2] 100.0 16.3 20.4 29.4 1.0 2.3 7.6 2.7 14.2 5.7 0.5

正 社 員 [ 10.2] 100.0 20.7 11.6 15.1 3.8 6.9 9.7 10.3 14.1 7.0 0.8

正 社 員 以 外 [ 46.0] 100.0 16.8 13.6 10.6 10.0 7.3 8.1 3.8 23.4 5.2 1.3

　　1)   表側「総数」には「雇用形態」不明が含まれる。
　　若年労働者の割合である。

雇 用 形 態

注：[  ]は、在学していない若年労働者を100とした最終学校卒業から１年間に、正社員以外の労働者として勤務した

性・最終学歴・雇用形態

最

終

学

校

卒

業

か

ら

１

年

間

に
、

正

社

員

以

外

の

労

働

者

と

し

て

勤

務

し

た

在

学

し

て

い

な

い

若

年

労

働

者

計

正社員以外の労働者として勤務した理由

 総　　　　　 　　　　 　　数1)

最終学歴（在学中を除く）

男

女



  

 

 

 

表 16  性・最終学歴・雇用形態、最終学校卒業後初めて勤務した会社で現在も 

働いているかの有無別在学していない若年労働者割合 

 

 

 

（３）初めて勤務した会社をやめた主な理由 

初めて勤務した会社をやめた理由（３つまでの複数回答）についてみると、「労働時間・休日・休

暇の条件がよくなかった」が 28.5％、「人間関係がよくなかった」が 26.4％、「賃金の条件がよく

なかった」が 21.8％、「仕事が自分に合わない」が 21.7％の順となっている。 

これを初めて勤務した会社での勤続期間階級別にみると、１年未満の期間では「人間関係がよくな

かった」と回答した割合が最も高くなっており、１年～10 年未満の期間では「労働時間・休日・休

暇の条件がよくなかった」と回答した割合が最も高くなっている。また、10 年以上の期間では「人

間関係がよくなかった」と回答した割合が最も高く、次いで「労働時間・休日・休暇の条件がよくな

かった」となっている。（表 17） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：％）令和５年

勤務している 勤務していない 不明

100.0 55.5 42.7 1.8

平 成 30 年 調 査 100.0 50.9 47.4 1.7

平 成 25 年 調 査 100.0 51.8 47.2 1.0

100.0 59.4 38.6 2.0

100.0 52.0 46.3 1.7

中 学 100.0 43.9 51.1 5.0

高 校 100.0 48.1 49.7 2.2

専 修 学 校 （ 専 門 課 程 ） 100.0 43.9 54.7 1.4

高 専 ・ 短 大 100.0 52.2 45.3 2.5

大 学 100.0 64.5 34.1 1.4

大 学 院 100.0 68.9 29.5 1.6

正 社 員 100.0 65.4 33.3 1.3

正 社 員 以 外 100.0 26.0 70.9 3.1

注：1)　表側「総数」には「雇用形態」不明が含まれる。

雇 用 形 態

性・最終学歴・雇用形態
在学していない
若年労働者計

初めて勤務した会社で現在も働いているかの有無

総 数 1)

最終学歴（在学中を除 く）

男

女



  

 

 

表17 性・年齢階級・最終学歴・雇用形態・初めて勤務した会社での勤続期間階級、最終学校 

卒業後初めて勤務した会社をやめた主な理由別在学していない若年労働者割合 

 

 

 

３ 今後の職業生活 

（１）若年正社員の転職希望 

若年正社員が、現在の会社から今後「転職したいと思っている」割合は 31.2％、「転職したい

と思っていない」割合は 30.3％となっている。 

これを性別にみると、男では今後「転職したいと思っている」が 27.7％、「転職したいと思っ

ていない」が 32.6％、女では今後「転職したいと思っている」が 35.1％、「転職したいと思って

いない」が 27.8％となっている。 

年齢階級別にみると、今後「転職したいと思っている」は「20～24 歳」層が 35.0％と最も高く

なっている。（表 18） 
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仕

事

が

自

分

に

合

わ

な

い

自

分

の

技

能

・

能

力

が

活

か

せ

ら

れ

な

か
っ

た

責

任

の

あ

る

仕

事

を

任

さ

れ

た

か
っ

た

ノ

ル

マ

や

責

任

が

重

す

ぎ

た

会

社

に

将

来

性

が

な

い

賃

金

の

条

件

が

よ

く

な

か
っ

た

労

働

時

間

・

休

日

・

休

暇

の

条

件

が

よ

く

な

か
っ

た

人

間

関

係

が

よ

く

な

か
っ

た

不

安

定

な

雇

用

状

態

が

嫌

だ
っ

た

健
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が
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満
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・

雇

止

め

そ

の

他

[ 42.7] 100.0 21.7 6.9 1.4 15.2 11.5 21.8 28.5 26.4 5.8 9.4 12.1 0.9 0.3 1.0 5.5 3.0 3.0 16.1 6.3

平 成 30 年 調 査 [ 47.4] 100.0 20.1 7.7 1.4 13.9 12.0 23.4 30.3 26.9 7.0 9.2 10.8 1.3 0.5 1.0 3.6 2.5 5.4 15.3 5.5

平 成 25 年 調 査 [ 47.2] 100.0 18.8 7.9 1.8 11.1 12.4 18.1 22.1 19.5 8.7 8.2 9.5 0.9 0.9 1.1 4.0 4.4 4.5 17.0 9.7

[ 38.6] 100.0 24.8 8.6 1.5 14.8 14.3 23.5 27.2 26.0 5.0 8.5 6.1 0.7 0.7 1.2 4.9 2.5 3.9 17.3 6.8

[ 46.3] 100.0 19.4 5.7 1.4 15.6 9.4 20.4 29.5 26.7 6.3 10.1 16.5 1.0 0.1 0.9 5.9 3.4 2.4 15.1 5.9

15 ～ 19 歳 [ 15.0] 100.0 12.7 0.9 - 0.3 - 1.6 50.6 52.7 1.2 1.5 0.9 - - - - - - 36.5 -

20 ～ 24 歳 [ 22.2] 100.0 27.8 7.9 2.5 12.9 9.1 16.7 31.0 30.0 8.6 10.0 5.5 0.6 0.1 1.2 5.2 1.4 3.8 14.0 8.6

25 ～ 29 歳 [ 42.5] 100.0 24.2 6.2 1.0 15.9 12.2 22.8 26.8 27.1 5.1 10.6 12.0 1.0 0.2 0.6 7.9 2.0 3.7 14.6 6.9

30 ～ 34 歳 [ 58.3] 100.0 18.5 7.4 1.5 15.6 11.8 22.7 28.6 24.6 5.6 8.6 14.1 0.9 0.6 1.3 3.9 4.3 2.4 17.4 5.3

中 学 [ 51.1] 100.0 27.6 1.4 - 6.8 10.5 36.4 19.2 24.7 13.0 6.2 3.9 0.9 0.7 2.2 15.8 1.2 0.2 19.7 1.9

高 校 [ 49.7] 100.0 21.6 5.8 0.9 12.2 10.7 22.9 24.8 28.0 5.8 10.8 7.8 0.7 0.0 0.4 3.9 5.5 1.9 18.4 7.4

専 修 学 校 （ 専 門 課 程 ） [ 54.7] 100.0 20.1 3.8 0.5 14.9 8.0 28.8 32.7 31.8 2.8 8.0 16.1 1.3 0.2 0.6 8.3 2.8 3.5 9.7 4.7

高 専 ・ 短 大 [ 45.3] 100.0 23.7 7.5 1.1 18.9 13.8 12.2 26.5 29.0 3.7 10.1 22.1 1.1 0.0 1.1 4.8 0.7 2.2 14.5 5.2

大 学 [ 34.1] 100.0 21.6 9.4 2.4 19.0 13.5 17.9 32.8 22.3 7.0 9.4 13.3 0.9 0.2 1.8 5.0 0.8 4.0 16.4 6.8

大 学 院 [ 29.5] 100.0 20.5 15.6 3.3 5.3 12.0 22.9 14.2 17.7 3.7 2.9 7.8 0.5 8.7 1.0 3.5 11.0 9.3 20.0 2.9

正 社 員 [ 33.3] 100.0 22.4 7.6 2.0 15.8 14.4 25.9 33.3 26.2 6.0 9.0 8.0 1.3 0.2 1.3 4.6 1.5 2.4 14.8 8.0

正 社 員 以 外 [ 70.9] 100.0 20.7 6.0 0.6 14.5 7.5 15.9 21.8 26.8 5.4 10.1 17.9 0.3 0.6 0.7 6.7 5.2 4.0 17.9 3.6

３ か 月 未 満 100.0 42.1 6.3 0.1 12.5 5.8 22.4 40.8 52.3 3.0 16.1 1.2 0.3 - 0.0 1.5 0.3 5.8 18.3 4.5

３ か 月 ～ ６ か 月 未 満 100.0 29.6 6.8 1.3 13.3 4.5 11.1 32.5 40.1 2.2 13.8 3.9 0.4 0.1 0.6 3.9 1.5 2.6 16.6 6.0

６ か 月 ～ １ 年 未 満 100.0 34.6 10.2 1.3 12.7 10.1 15.2 32.4 37.4 7.9 12.9 1.6 0.1 0.2 1.6 1.2 0.8 5.6 15.2 5.9

１ 年 ～ ２ 年 未 満 100.0 20.7 9.3 1.1 16.0 10.1 22.3 29.1 25.1 7.5 7.5 8.9 0.4 1.1 0.4 4.5 3.0 4.7 16.1 6.3

２ 年 ～ ３ 年 未 満 100.0 18.8 7.2 1.2 14.3 14.6 30.0 30.3 23.1 6.9 6.7 14.6 0.8 0.1 0.7 7.6 1.6 2.9 17.9 3.0

３ 年 ～ ５ 年 未 満 100.0 17.8 3.9 2.2 16.6 11.3 22.2 23.6 19.4 6.4 7.4 18.1 1.2 0.4 0.7 8.0 7.4 1.5 13.4 6.5

５ 年 ～ 10 年 未 満 100.0 8.0 5.7 1.1 21.1 18.9 23.3 25.0 16.5 3.0 12.3 23.6 3.0 0.1 2.8 5.4 2.8 0.8 16.6 3.9

10 年 以 上 100.0 24.7 8.1 1.6 9.0 13.9 19.9 33.5 39.5 3.1 11.2 23.6 0.6 - 5.5 2.8 0.9 0.0 19.7 2.1

注：[  ]は、在学していない若年労働者を100とした初めて勤務した会社をやめた若年労働者の割合である。
　　1)　表側「総数」には、「年齢階級」「雇用形態」「初めて勤務した会社での勤続期間階級」不明が含まれる。

 総                        　  数1)

初めて勤務した会社での勤続期間階級

性・年齢階級・

最終学歴・雇用形態・

初めて勤務した会社での勤続期間階級

初
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初めて勤務した会社をやめた主な理由（複数回答３つまで）

不

明

年 齢 階 級

最 終 学 歴 （ 在 学 中 を 除 く ）

雇 用 形 態

男

女



  

 

 

表 18 性・年齢階級、今後の転職希望の有無別若年正社員割合 

 
 

（２）若年正社員の転職希望理由 

現在の会社から今後、転職したいと思っている若年正社員について、転職しようと思う理由（複

数回答）をみると、「賃金の条件がよい会社にかわりたい」が 59.9％、「労働時間・休日・休暇の

条件がよい会社にかわりたい」が 50.0％と高くなっている（表 19）。 

 

表 19 性、年齢階級、転職しようと思う理由別若年正社員割合 

 
 

  

（単位：％）令和５年

転職したいと
思っている

転職したいと
思っていない

わからない 不明

100.0 31.2 30.3 37.8 0.6

平 成 30 年 調 査 100.0 27.6 33.2 38.0 1.2

平 成 25 年 調 査 100.0 25.7 32.5 41.2 0.5

100.0 27.7 32.6 39.1 0.6

100.0 35.1 27.8 36.4 0.7

15 ～ 19 歳 100.0 20.6 40.5 38.9 -

20 ～ 24 歳 100.0 35.0 27.6 36.6 0.8

25 ～ 29 歳 100.0 33.4 27.2 38.7 0.7

30 ～ 34 歳 100.0 26.6 35.3 37.5 0.5

注：1)　表側「総数」には、「年齢階級」不明が含まれる。

年 齢 階 級

女

男

性・年齢階級 若年正社員計

今後の転職希望の有無

総 数 1)

（単位：％）令和５年

仕

事

が

自

分

に

合
っ

た

会

社

に

か

わ

り

た

い

自

分

の

技

能

・

能

力

が

活

か

せ

る

会

社

に

か

わ

り

た

い

責

任

の

あ

る

仕

事

を

任

さ

れ

た

い

か

ら

か

わ

り

た

い

ノ

ル

マ

や

責

任

が

重

す

ぎ

る

か

ら

か

わ

り

た

い

将

来

性

の

あ

る

会

社

に

か

わ

り

た

い

賃

金

の

条

件

が

よ

い

会

社

に

か

わ

り

た

い

労

働

時

間

・

休

日

・

休

暇

の

条

件

が

よ

い

会

社

に

か

わ

り

た

い

人

間

関

係

の

よ

い

会

社

に

か

わ

り

た

い

健

康

上

の

理

由
、

家

庭

の

事

情
、

結

婚

等

で

会

社

を

か

わ

り

た

い

独

立

し

て

事

業

を

始

め

た

い

家

業

を

つ

ぐ

又

は

手

伝

い

た

い

１

つ

の

会

社

で

長

く

勤

務

す

る

気

は

な

い

経

営

状

態

が

悪

そ

う

だ

か

ら

又

は

解

雇

さ

れ

そ

う

だ

か

ら

そ

の

他

[ 31.2] 100.0 41.9 33.8 3.9 13.1 33.1 59.9 50.0 24.8 18.4 13.1 1.7 17.9 6.4 6.9 0.2

平 成 30 年 調 査 [ 27.6] 100.0 41.6 35.5 6.3 13.5 34.4 56.4 46.1 29.9 19.8 11.2 3.3 12.5 7.2 8.0 0.5

平 成 25 年 調 査 [ 25.7] 100.0 36.4 36.8 6.7 10.5 29.5 44.6 40.4 23.4 24.6 14.6 3.5 10.8 7.2 8.5 0.2

[ 27.7] 100.0 38.1 38.4 5.3 11.4 40.4 61.5 43.9 23.2 12.9 16.4 2.8 17.6 7.7 6.4 0.1

15 ～ 19 歳 [ 15.9] 100.0 46.8 18.1 5.7 1.5 38.0 29.1 43.5 18.4 1.9 10.4 2.9 17.3 2.2 23.0 -

20 ～ 24 歳 [ 32.9] 100.0 44.7 35.2 6.6 10.9 37.1 64.6 42.8 18.0 14.7 13.5 2.9 22.9 5.0 7.2 0.2

25 ～ 29 歳 [ 29.8] 100.0 37.0 41.1 4.8 10.8 39.4 60.6 42.1 22.2 8.3 17.8 4.2 19.1 7.4 6.2 -

30 ～ 34 歳 [ 22.9] 100.0 34.4 37.8 5.0 13.6 44.7 60.0 48.6 26.5 16.9 15.7 1.1 10.5 10.8 5.6 0.0

[ 35.1] 100.0 45.3 29.7 2.7 14.5 26.6 58.5 55.3 26.3 23.3 10.3 0.7 18.2 5.2 7.3 0.3

15 ～ 19 歳 [ 26.6] 100.0 58.5 14.3 0.3 9.3 20.0 46.3 50.0 12.9 6.1 5.4 - 30.0 - 1.0 -

20 ～ 24 歳 [ 36.7] 100.0 54.1 31.3 1.3 12.6 28.8 60.3 59.8 29.9 21.9 4.9 0.5 20.2 2.3 8.5 -

25 ～ 29 歳 [ 37.5] 100.0 38.8 30.6 3.2 14.9 25.9 58.6 48.0 26.1 25.5 10.8 0.6 15.1 4.9 7.1 0.9

30 ～ 34 歳 [ 31.9] 100.0 43.7 27.6 3.7 16.6 25.5 57.3 60.9 23.1 22.6 15.8 1.2 19.4 9.3 6.9 -

注：[  ]は、若年正社員を100とした今後、転職したいと思っている若年正社員の割合である。
　　1)　表側「総数」には、「年齢階級」不明が含まれる。
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（３）正社員以外の在学していない若年労働者の今後の働き方の希望 

正社員以外の在学していない若年労働者の今後の働き方の希望をみると、「正社員として働きた

い」が 35.7％、「正社員以外の労働者として働きたい」が 32.5％、「独立して事業を始めたい」

が 1.4％となっている。 

性別にみると、男では「正社員として働きたい」が 44.0％、「正社員以外の労働者として働き

たい」が 18.6％、女では「正社員として働きたい」が 32.0％、「正社員以外の労働者として働き

たい」が 38.6％となっている。（表 20） 

 

表 20 性、年齢階級、今後の働き方の希望別正社員以外の在学していない若年労働者割合 

 

 

４ 職業生活の満足度 

在学していない若年労働者の職業生活の満足度Ｄ.Ｉ.について雇用形態別にみると、若年正社員で

は、「雇用の安定性」が 66.4 ポイントと最も高く、次いで「職場の人間関係、コミュニケーション」

が 57.3 ポイント、「仕事の内容・やりがい」が 55.2 ポイントとなっている。 

正社員以外の若年労働者では、「仕事の内容・やりがい」が 59.9 ポイントと最も高く、次いで「労

働時間・休日等の労働条件」が 54.8 ポイント、「職場の人間関係、コミュニケーション」が 54.5 ポイ

ントと高い反面、「雇用の安定性」（38.1 ポイント）は正社員に比べて満足度は低くなっている。 

「賃金」については若年正社員、正社員以外の若年労働者ともに最も満足度は低く、若年正社員でマ

イナス 5.9 ポイント、正社員以外の若年労働者では 0.6 ポイントとなっている。 

「職業生活全体」でみると、若年正社員が 37.8 ポイント、正社員以外の若年労働者が 45.3 ポイント

となっている。（表 21、図３） 

（単位：％）令和５年

現
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の
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で
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[ 24.9] 100.0 35.7 15.7 19.9 32.5 28.8 3.7 1.4 11.2 19.3

平 成 30 年 調 査 [ 30.8] 100.0 41.8 21.2 20.6 30.9 25.4 5.4 4.7 9.0 13.7

平 成 25 年 調 査 [ 31.7] 100.0 47.3 23.9 23.4 28.7 23.9 4.7 1.5 12.4 10.1

[ 16.0] 100.0 44.0 25.9 18.1 18.6 15.8 2.8 2.8 13.2 21.5

15 ～ 19 歳 [ 26.2] 100.0 12.9 5.7 7.3 58.5 52.4 6.1 5.1 2.3 21.1

20 ～ 24 歳 [ 19.1] 100.0 42.8 21.1 21.7 11.7 8.2 3.5 4.5 5.4 35.6

25 ～ 29 歳 [ 13.7] 100.0 59.5 35.0 24.5 17.8 16.7 1.1 2.1 6.2 14.4

30 ～ 34 歳 [ 15.6] 100.0 35.4 24.1 11.3 19.4 16.2 3.3 1.7 26.4 17.1

[ 32.8] 100.0 32.0 11.3 20.7 38.6 34.5 4.1 0.8 10.3 18.3

15 ～ 19 歳 [ 25.9] 100.0 14.9 2.9 12.0 11.1 11.0 0.0 - 7.7 66.3

20 ～ 24 歳 [ 20.5] 100.0 41.8 16.3 25.5 28.3 17.6 10.7 1.3 13.8 14.8

25 ～ 29 歳 [ 33.3] 100.0 27.8 11.5 16.3 39.5 37.8 1.7 0.5 6.2 26.1

30 ～ 34 歳 [ 41.4] 100.0 32.2 9.7 22.5 42.9 38.9 4.0 0.9 12.7 11.4

注：[  ]は、在学していない若年労働者を100とした正社員以外の在学していない若年労働者の割合である。

　　1)　表側「総数」には、「年齢階級」不明が含まれる。
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表 21 雇用形態、項目、職業生活の満足度別在学していない若年労働者割合 

 

 

図３ 在学していない若年労働者の職業生活の満足度Ｄ.Ｉ.（令和５年） 

 

 

（単位：％、ポイント）令和５年
在学して

いない若

年労働者

計

満足 やや満足
どちらで

もない
やや不満 不満 不明

満足度

Ｄ.Ｉ.

仕 事 の 内 容 ・ や り が い 100.0 21.5 43.9 23.9 7.1 3.1 0.5 55.2

人 事 評 価 ・ 処 遇 の あ り 方 100.0 15.2 31.7 32.8 13.7 6.0 0.5 27.3

職場の人間関係、コミュニケーション 100.0 27.5 40.5 20.8 7.6 3.1 0.6 57.3

賃 金 100.0 10.9 23.7 24.4 25.5 15.0 0.5 -5.9

労 働 時 間 ・ 休 日 等 の 労 働 条 件 100.0 27.5 30.6 20.0 13.8 7.5 0.6 36.6

職場の環境 （照明、空調、 騒音等） 100.0 28.4 33.1 21.2 13.0 3.8 0.5 44.6

雇 用 の 安 定 性 100.0 38.1 34.2 21.3 4.0 1.9 0.5 66.4

福 利 厚 生 100.0 26.0 32.6 26.5 10.8 3.7 0.5 44.0

教 育 訓 練 ・ 能 力 開 発 の あ り 方 100.0 13.2 26.3 38.8 14.6 6.4 0.6 18.5

職 業 生 活 全 体 100.0 13.1 40.2 29.9 12.9 2.7 1.2 37.8

仕 事 の 内 容 ・ や り が い 100.0 30.3 35.4 27.8 4.6 1.3 0.7 59.9

人 事 評 価 ・ 処 遇 の あ り 方 100.0 22.6 23.1 35.7 12.4 5.5 0.7 27.8

職場の人間関係、コミュニケーション 100.0 32.5 32.6 23.6 7.4 3.2 0.6 54.5

賃 金 100.0 15.7 23.2 22.1 26.0 12.4 0.6 0.6

労 働 時 間 ・ 休 日 等 の 労 働 条 件 100.0 37.6 28.1 22.9 8.3 2.5 0.6 54.8

職場の環境 （照明、空調、 騒音等） 100.0 29.6 29.8 23.9 13.1 2.9 0.7 43.5

雇 用 の 安 定 性 100.0 26.5 26.0 32.5 9.9 4.5 0.7 38.1

福 利 厚 生 100.0 27.0 26.0 35.6 7.1 3.5 0.8 42.3

教 育 訓 練 ・ 能 力 開 発 の あ り 方 100.0 15.0 21.2 45.2 12.0 6.0 0.7 18.2

職 業 生 活 全 体 100.0 17.5 39.2 30.3 8.8 2.6 1.5 45.3

注：「満足度Ｄ.Ｉ.」とは、現在の職場での満足度について、「満足」又は「やや満足」と回答した労働者の割合
　　から「不満」又は「やや不満」と回答した労働者の割合を差し引いた値をいう。

雇用形態／項目

若 年 正 社 員

正 社 員 以 外 の 若 年 労 働 者


